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「貸借対照表」の純資産は、国・府からの補助金や一般財源で既に負担した部分を

表していますが、この純資産の変動を表したものが「純資産変動計算書」になります。

「純資産変動計算書」における変動要因の主なものは、純経常行政コスト（マイナス

は将来世代の負担分、純資産はこれまでの世代が既に負担した分を示しています。

（６）財務書類の相互関係

要因）と一般財源、補助金受入等（プラス要因）になります。「貸借対照表」は、左側（財

１．財務書類について

（１）作成の基準

貸借対照表は、市民サービスを提供するのに保有している財産（資産）と、その資産

をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に表示したものです。負債

本市では、総務省の定める二つの方式のうち、「総務省方式改訂モデル」により、４

つの財務書類（貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算

書）を作成しました。

（２）貸借対照表とは

資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスをとっていることから

バランスシートとも呼ばれます。

（３）行政コスト計算書とは

行政コスト計算書は、1年間の行政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった

資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、使用料等の行政サービスの

直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。

のが「純経常行政コスト」になります。

行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これを差し引きしたも

（４）純資産変動計算書とは

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」に計上されている数値が１年間

でどのように変動したかを表すものです。

の世代負担がどう増減したかわかります。

「純資産の部」は、これまでの世代が負担した部分になりますので、１年間で今まで

（５）資金収支計算書とは

資金収支計算書は、資金（歳計現金）の出入りに関する情報を「経常的収支の部」、

「公共資産整備収支の部」及び「投資・財務的収支の部」の３区分に分けて表示した財

務書類です。
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普通会計とは、個々の地方公共団体ごとに会計の範囲が異なっていることから、財

政比較のために統一的に用いられる会計のことです。

本市では一般会計と休日診療事業特別会計、簡易水道事業特別会計の一部、土

地取得事業特別会計になります。

期末純資産残高

【行政コスト計算書】

経常行政コスト

経常収益

純経常行政コスト

２．普通会計財務書類

（１）対象会計

期末資金残高

【純資産変動計算書】

期首純資産残高

＋

純経常行政コスト

＋

一般財源、補助金等受入

＋

資産評価替等

少するか、あるいは負債が増加するということになります。

は「貸借対照表」の歳計現金残高と一致します。すなわち「資金収支計算書」は「貸借

また、「行政コスト計算書」は、「純資産変動計算書」における純経常行政コストの詳

細な内訳となり、1年間にかかった経常行政コスト総額から受益者負担である経常収益

を控除することで、一般財源、補助金受入等で負担すべき純経常行政コストが算出さ

れます。

最後に、「資金収支計算書」は、資金（歳計現金）の動きを表すもので期末資金残高

公共資産整備収支

＋

投資・財務的収支

＋

経常的収支

＋

【資金収支計算書】

期首資金残高

対照表」に計上されている歳計現金の増減明細ということになります。

　歳計現金

負　債

　・・・

　・・・

純資産

資　産

　・・・

　・・・

　・・・

【貸借対照表】

産）と右側（財源）が一致しますので、例えば、純資産が減少するということは資産が減
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(単位：千円)

公共資産
　道路や公園などのインフラ資産や施設など、市民に行政サービスを
提供するための資源で、昭和44年度以降の地方財政状況調査の積み
上げにより算出

111,801,316純資産合計0

2,830,427

2,937,130

3,561,032

0

4,608,817　2.流動負債

3,927,091

681,726

47,524,142

　（1）地方債

　（2）退職手当引当金等

　（3）その他

③純資産の部

　（1）翌年度償還予定地方債

　（2）その他

負債合計

3,382,208

939,238

1,041,405

294,464

150,731,013

1,711,365

5,657,315

②負債の部

固定負債 　基準日から１年を超える日に支払期限が到来するもの

資産合計

投資等
　財団法人などに対する出資金や貸付金をはじめ、基金が保有してい
る現金、回収期限が到来してから１年以上回収できていない市税や使
用料など

売却可能資産
　　「総務省方式改訂モデル」の基準に基づき、行政目的のために使用
していないすべての普通財産を計上
※実際に売却することが可能と判断しているものではありません

負債及び純資産合計

　（2）未収金

　（3）その他

159,325,458

106,703

159,325,458

①資産の部

流動負債 　基準日から１年以内に支払期限が到来するもの

地方債
　基準日での地方債残高から、翌年度に返済する予定の元金を控除し
たもの

退職手当引当金
等

　全職員が年度末に普通退職した場合の退職金総額から、翌年度に
支払う予定の退職金を控除したもの

流動資産
　現金をはじめ、財政調整基金などの必要に応じてすぐに使える基金
や未収金など

　2.投資等

　（1）投資及び出資金

　（4）その他

③純資産の部

純資産 　資産の取得に充てられた財源のうち負債を差し引いたもの

　3.流動資産

　（1）資金

翌年度償還予定
地方債

　翌年度に返済する予定の地方債元金

①資産の部

　1.公共資産

金　額

　　うち売却可能資産

　（2）貸付金

　（3）基金等

②負債の部

　1.固定負債 42,915,325

（２）貸借対照表

金　額

※平成28年3月31日現在

39,354,293

未収金
　市税や使用料などの収入未済額のうち、回収期限が到来してから１
年以内のもの
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(単位：千円)

①経常行政コスト計

　1.使用料・手数料

　2.分担金・負担金・寄附金

②経常収益計

　3.移転支出的なコスト

　　（1）社会保障給付

　　（2）補助金等

　　（3）他会計等への支出

　1.人にかかるコスト

　　（1）人件費

　　（2）その他

　2.物にかかるコスト

　　（1）物件費

　　（2）維持補修費

　　（3）減価償却費

　　（4）その他

　4.その他のコスト

　　（1）公債費（支払利息）

他会計等への支
出

　特別会計など他の会計への支出額

　　（2）その他

その他のコスト
　地方債の支払利息や、時効などの理由により徴収不能となった市税
や使用料などの回収不能見込額

③純経常行政コスト

純経常行政コスト
　行政コストの合計から直接の受益者負担を除き、税収や補助金など
で賄うべきコスト

分担金・負担金・
寄附金

　保育料（私立）、寄附金など

28,210,908③純経常行政コスト

移転支出的なコス
ト

　社会保障給付、補助金等、他会計等への支出など

減価償却費 　有形固定資産の経年劣化などに伴う資産価値減少相当額

人にかかるコスト 　人件費や翌年度支払予定の賞与のうち当年度に負担すべき額など

　物件費や施設に係る維持補修費、減価償却費

社会保障給付 　児童手当や医療費助成、生活保護費などに要する経費

200,178

311,907

533,245

1,369,485

①経常行政コスト

4,013,850

15,921,984

②経常収益

使用料・手数料
　保育料（公立）、住宅等使用料、道路占用料、ごみ処理手数料、し尿
汲取手数料など

3,376,786

836,240

物にかかるコスト

3,684,789

7,898,817

（３）行政コスト計算書

金　額

254,859

5,220,050

4,965,191

539,542

4,618,817

7,614,474

449,650

89,892

29,580,393
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(単位：千円)

(単位：千円)

　前年度末の純資産の額

純経常行政コスト 　行政コスト計算書より算定される数値

期首純資産残高

111,801,316

8,499,315

　その他

　期末純資産残高

△ 251,342　資産評価替・無償受入

資産評価替・無償
受入

　資産の再評価による損益、無償受入れによる増

　　　補助金等受入

　　　その他

9,857,688

　全ての地方公共団体が一定水準の行政サービスを提供できるよう、
国が必要な財源を保障するもので、国税のうち所得税、法人税、酒税・
消費税及びたばこ税の一定割合により地方公共団体に交付される税

△ 28,210,908

28,103,110

215,016

（４）純資産変動計算書

金　額

2,588,171

（５）資金収支計算書

　期首純資産残高

　純経常行政コスト

　財源調達

7,157,936

　　　地方税

　　　地方交付税

111,945,440

地方交付税

金　額

5,045,266

公共資産整備収
支

　道路や学校、公園など、公共資産の整備にかかる収支

　当期収支

　期首資金残高

　期末資金残高

経常的収支 　人件費や物件費、社会保障給付など、経常的な行政活動にかかる収支

△ 80,309

534,317

454,008

　1.経常的収支

　2.公共資産整備収支

　3.投資・財務的収支

△ 645,212

△ 4,480,363

投資・財務的収支 　地方債償還や貸付金、出資金などにかかる収支
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また、一部事務組合・広域連合の財務書類は、構成団体の負担金割合等を用いて

按分しています。

なお、補助金や出資金など連結対象範囲での資金移動は、相殺処理をしていま

公益財団法人亀岡市都市緑花協会

公益財団法人生涯学習かめおか公益財団

連結対象となる各会計及び団体が作成した財務書類をもとに、「総務省方式改訂モ

デル」の基準に置き換えて作成しています。

京都府自治会館管理組合

公益財団法人亀岡市農業公社

公益財団法人亀岡市福祉事業団
・
外
郭
団
体

地
方
三
公
社

・
広
域
連
合 京都府後期高齢者医療広域連合

市
全
体
の
財
務
書
類
の
対
象
範
囲

公益財団法人亀岡市体育協会

京都地方税機構

亀岡市土地開発公社

公益財団法人亀岡市環境事業公社

病院事業会計

上水道事業会計

下水道事業会計

京都中部広域消防組合

法
非
適
用

簡易水道事業特別会計

３．連結財務書類

一
部
事
務
組
合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

公
営
事
業
会
計

地域下水道事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

国民健康保険南丹病院組合

法
適
用

亀
岡
市

合・広域連合、土地開発公社、及び外郭団体を対象としています。

（１）対象範囲

（２）作成に当たっての留意事項

普通会計

公
営
企
業
会
計

連
結
財
務
書
類
の
対
象
範
囲

連結財務書類の対象会計・団体は、普通会計と公営事業会計に加え、一部事務組

す。

6



(単位：千円)

234,406

13,108

639

0

5

39,348

1

0

30,574

83,675

(B)連結

1.14% 1,716 0.73%

9,978

計 150,731 100.00%

ラ・国土保全」が増加するのは、下水道事業会計などの資産が加算されるためで

す。次いで「環境衛生」が増加しているのは、上水道事業、病院事業などの資産が

加算されるためです。

(B-A)差額

100.00%

金額（百万円） 金額（百万円）構成比（％） 構成比（％）

1,711

6.62% 9,978

1,367 0.58%

7,230 4.80% 20,338 8.68%

16.81%

その他（売却可能資産など）

72,508 48.10% 111,856

46,023 30.53%

4.26%

728 0.48%

46,024

3,724 2.47% 3,724

環　境　衛　生

産　業　振　興

8,829 5.86% 39,403

消　　　　　　防

総　　　　　　務

なお、公共資産の行政目的別内訳は下表になります。連結によって「生活インフ

生活インフラ・国土保全

教　　　　　　育

福　　　　　　祉

47.72%

19.63%

1.59%

(A)普通会計

（百万円）

①資産の構成

連結での公共資産は2,344億円となり、普通会計1,507億円の1.56倍となっていま

流動資産は、公営事業会計の資金（歳計現金）などが加わるため、84億円に

増加します。

す。これは、下水道事業会計をはじめとする公営企業会計の公共資産が加算され

ることによるものです。

会計間の相殺消去により、53億円となっています。

投資等は、普通会計の金額に公営事業会計の基金などを加えるとともに、

※平成28年3月31日現在

（３）連結貸借対照表

　1.公共資産 234,406,085 　1.固定負債 79,071,473

資産の部 金　額 負債の部 金　額

　　うち売却可能資産 1,711,365 　（1）地方債 72,877,539

　（2）退職手当引当金等 6,171,117

　2.投資等 5,314,025 　（3）その他 22,817

　（1）投資及び出資金 674,537

　（2）貸付金 85,612 　2.流動負債 8,340,376

　（3）基金等 3,930,020 　（1）翌年度償還予定地方債 6,461,106

　（4）その他 623,856 　（2）その他 1,879,270

負債合計 87,411,849　3.流動資産 8,357,350

　（2）未収金 1,139,804

純資産合計 160,668,446

負債及び純資産合計 248,080,295

　4.繰延勘定 2,835

　（3）その他 △ 67,614

　（1）資金 7,285,160
純資産の部

資産合計 248,080,295
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(単位：千円)

ります。

②負債及び純資産の構成

連結での負債総額は874億円となり、普通会計475億円の1.84倍となります。これも

下水道事業会計をはじめとする公営企業会計の地方債残高などの加算によるもの

です。

①連結行政コスト計算書の構成

連結の経常行政コストは597億円となり、普通会計296億円の2.02倍となります。こ

れは、国民健康保険事業、介護保険事業などをはじめとする公営事業会計のコスト

を加算することによるものです。

また、連結の経常収益は214億円となり、普通会計14億円の15.29倍となります。こ

841,791

加算することによるものです。

　5.その他 121,371

　4.事業収益 4,722,136

②経常収益計 21,418,252

③純経常行政コスト

れは、上下水道料金や国民健康保険料、介護保険料など公営事業会計の収益を

38,268,113

　　（1）公債費（支払利息） 1,238,647

　2.分担金・負担金・寄附金 11,550,881

　　（2）その他 929,505

①経常行政コスト計 59,686,365

　1.使用料・手数料

　　（4）その他 311,907

　4.その他のコスト 2,168,152

　　（1）物件費 6,104,574

　　（2）補助金等 5,670,820

　　（3）他会計等への支出 0

　3.移転支出的なコスト 35,433,911

　　（1）社会保障給付 29,451,184

　　（2）その他 305,335

　　（2）維持補修費 442,622

　3.保険料 4,182,073

　　（3）減価償却費 6,773,720

　2.物にかかるコスト 13,320,916

また、連結での純資産総額は1,607億円となり、普通会計1,118億円の1.44倍とな

（４）連結行政コスト計算書

金　額

　1.人にかかるコスト 8,763,386

　　（1）人件費 8,458,051

経常行政コストから経常収益を差し引いた連結の純経常行政コストは383億円とな

り、普通会計282億円の1.36倍となります。
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(単位：千円)

160,668,446

　資産評価替・無償受入 △ 251,342

　　　補助金等受入

160,674,953

7,157,936

　期首純資産残高

　財源調達 37,316,198

　　　地方税

1,196,750

17,705,398

　　　その他 2,595,176

　期末純資産残高

9,857,688

　　　地方交付税

（５）連結純資産変動計算書

　純経常行政コスト △ 38,268,113

金　額

　その他

45

0

1,021

30,106

連結経常行政コストを行政目的別で普通会計と比較すると、公営事業会計で福

2.61%

計 100.00%

1,561

祉分野の事業を行う会計が多いことから、「福祉」が大幅に増加しています。

また、「消防」が減額となっているのは、会計間の相殺消去によるものです。

その他（支払利息など） 540 1.82%

29,580

総　　　　　　務 3,254 11.00% 3,299

59,686100.00%

議　　　　　　会 321

5.53%

1,191消　　　　　　防 1,264 4.27%

26,284

1,592

165

△ 73

1.09% 321 0.54%

(B-A)増減額

（百万円）

1,004

68

2.00%

(B)連結

6.66%

金額（百万円） 構成比（％）

3,369 11.39% 4,373

②目的別経常行政コストの内訳

(A)普通会計

7.33%

金額（百万円） 構成比（％）

教　　　　　　育

福　　　　　　祉 12,674 42.85% 38,958 65.27%

環　境　衛　生 2,931 9.91% 4,523

2,134 3.57%

3,258 11.01% 3,326 5.57%

生活インフラ・国土保全

連結での期末純資産残高は、1,607億円となり、普通会計1,118億円の1.44倍となり

ます。これは、上水道事業、下水道事業などをはじめとする公営企業会計の純資産の

増加によるものです。

7.58%

産　業　振　興 1,969
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(単位：千円)

　　翌年度繰上充用金増減 0

金　額

　1.経常的収支 5,121,998

連結での資金収支は、経常的収支では51億円の資金余剰がありますが、公共資産

整備収支では14億円、投資・財務的収支では53億円の収支不足が生じており、全て

の収支では16億円の資金が減少しています。

　期首資金残高 8,881,565

　期末資金残高 7,285,160

　経費負担割合変更に伴う差額 △ 13,480

　当期収支 △ 1,582,925

　2.公共資産整備収支 △ 1,450,105

　3.投資・財務的収支 △ 5,254,818

（６）連結資金収支計算書
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